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 壮瞥町の教育委員会では、「子ども郷土
史講座」を 1983 年から継続して開催し
ており、火山の専門家と児童が一緒に
登山をして、自然の恵みと地球の活動
に関する知識を習得する機会を設けて
いる。 

 1977 年の噴火から 15 年ほど経過し、
また 1991 年の雲仙岳噴火や 1993 年北
海道西南西沖地震といった災害が発生
したこともあり、「次の噴火に備えよ
う」という機運が行政だけなく、住民
や観光事業者の間で高まっていた。 

 その１つとして、1995 年 10 月壮瞥町 では「国際火山ワークショップ(火山会議)」
が開催された。これを契機に、我々は火山の専門家をはじめ、多くの行政機関と
知己を得ることになった。また、同時期に火山防災マップも発刊され全戸に配布
された。 

 その後の講演会や現地学習の実施、地域防災計画を見直し、町独自の防災マップ
の作成と全戸配布などの活動を通して、専門家、行政、住民、メディアの間で、
「顔の見える良好な信頼関係」が構築されていった。 

 こうした平時の活動や防災教育があったからこそ、2000 年有珠山噴火における１
万人余の住民自らの行動による危険回避を可能とした。 

■2000 年有珠山噴火 

 初動対応 

 2000 年噴火では、３月 27 日の深夜から前兆現象である地震が観測され始めた。
専門家から役場職員に電話連絡がなされ、すぐに現地に職員が向い、対応を行う
ことが出来た。顔の見える関係が構築されていたため、深夜でも自宅に電話がで
きたからである。 

 避難区域は事前に作成されたハザードマップを基に設定し、３月 31 日の噴火の前
日の 30 日には、1,0545 人の避難が完了していた。その後、西側山麓から噴火し、
避難指示区域の拡大がなされたが、その際も火山専門家とともに、火山防災マッ
プを根拠にして、避難指示区域を検討した 

 噴火時の体制の特色として、国の機関が伊達市役所に集結し非常災害現地対策本
部を設置するとともに、北海道と３市町とで「合同会議」が開催され、様々な課
題の解決への対応が行われた。 

 北海道大学を中心とする専門家が、メディアに対して懇切丁寧に刻々と変わる火
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山情報を説明したことにより、大きな混乱なく火山の情報が、迅速かつ的確に報
道された。 

 避難所の開設、運営 

 事前に 1,0545 人が避難し、避難区域が拡
大したのち、最多で 1,5815 人の避難者が
発生した。 

 1977 年、噴火の教訓として、コミュニテ
ィの単位を崩さないように避難所を指定
した。避難生活が長引くことが予想され
るコミュニティは、比較的新しく建てら
れた環境の良い施設に避難した。コミュ
ニティ単位で避難したことにより、自治
会長を中心とした避難所の運営を自主管
理する態勢がとられた。これには避難者
自身の精神衛生と職員の負担軽減という効果があった。また快適な環境にするた
め、畳や間仕切りを導入した。 

 避難所でのマスコミの取材にも「避難者が生活するスペースには入らない」「取材
などは代表者が対応する」など、ルールを設けて対応していた。 

 観光再開、噴火による被害 

 火山の活動が収まり、避難指示が解除
されるとともに、観光再開のために、
観光客の安全確保にも取り組んだ。「観
光客の安全確保に関する指針」を定め、
行政、観光協会、事業者のそれぞれの
役割を明確にし、安全確保を行った。 

 2000年の噴火は火山噴火の規模として
小さいものであったが、居住地域に近
接していたため、多くの公共施設が被
災し、233 億円の被害があった。 

■活火山と共に生きる 

 火山防災マップによる土地利用 

 応急的な復旧を行いながら、北海道を
中心に、３市町で約１年をかけて復興
計画を策定した。 

 有珠山は繰り返し噴火していることか
ら、将来のリスクを回避するために、
復興計画にも火山防災マップが活用さ
れた。そして、土地利用を定め、その
考え方に基づき、病院、小学校など公
共的な施設を安全なエリアに移転、整
備した。 

 2003 年には、2000 年の噴火を再評価し、新たな火山ハザードマップが作成・配布
された。それから 10 年経過したため 2013 年４月に新たな火山防災マップを発刊
し、全町民に配布している。 

 観光地である有珠山では、住民だけでなく、観光客への啓発も精力的に行われて
いる。また、近年増加している外国人観光客向けに、宿泊施設の玄関や客室で複
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数の言語で避難経路や注意事項が記載された防災マップを掲示している。 
 観光施設での情報提供を行うとともに、避難に必要な道路標識も多言語で整備し
ている。 

 洞爺湖有珠山ジオパーク 

 火山を新たな観光資源とするために、
有珠山の火口や地質、被災施設跡など
を調査し、「洞爺湖周辺エコミュージア
ム構想」をまとめた。 

 この「洞爺湖周辺エコミュージアム構
想」を基に、関係機関、市町が連携し
て施設の整備等を行い、洞爺湖有珠山
ジオパークの基盤となっていった。 

 洞爺湖有珠山ジオパークでは、火山が
創った「景観・自然」の中で、共生し
てきた「地域固有の文化」を身近に学習することができる。豊富な学びの場、温
泉、山海の幸を楽しむこともできる。 

 ジオパークの魅力を伝える語り部として、「洞爺湖有珠火山マイスター」制度があ
り、35 名が活躍している。また、子どもたちへ災害教訓を継承するために、中高
生を対象としたジュニアマイスター制
度もあり、126 名が認定されている
（2014 年 12 月現在）。 

 ジオパーク推進協議会の組織をつくる
時には、行政だけでなく、市民、学識
者がジオパークを基に、共に活動でき
ることを方針として定めた。このジオ
パーク推進協議会の取組は、防災だけ
でなく、経済活動や人づくりにもつな
がっていく。また、日頃のジオパーク
推進協議会の活動は防災対応時に必要
な「顔の見える関係の構築」にも大い
につながっている。 

■次の噴火に備えて 

 2000 年噴火から 10 周年目に、教育啓発活動として４市町が合同で防災訓練とフ
ォーラムを開催した。 

 2012 年には文部科学省の委託事業として、壮瞥町で防災キャンプを開催した。子
ども達に避難所生活の体験や、津波防災教育を実践してきた元釜石市職員の講話、
昭和新山の合同登山などを経験してもらい、有意義な取組を行うことができた。 

 有珠山の 2000 年噴火で、住民１万人以
上が事前に避難し、人的被害がゼロで
あった背景には、専門家の助言を得ら
れる環境にあったことと、行政・専門
家・住民が平時から連携した教育活動
を実践してきたことがある。このよう
な事例を普遍的なモデルにしていくこ
とが、今後の課題である。 
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 火山との共生 

 浅間山は群馬、長野両県にまたがる活
火山で、ブルカノ式噴火が特徴である。
火山防災協議会が設置され、噴火警戒
レベルの設定やレベルの基準が公表さ
れており、防災対策が進められている
地域である。 

 また、浅間縄文ミュージアムの「浅間
獄大焼」には、火山を災害ばかりでと
らえず、火山がもたらす様々な恩恵に
ついても理解し、火山との共生を図っていくことの必要性が説かれている。 

 東桜島小学校（鹿児島市東桜島町）にある、「桜島爆発記念碑」の碑文には、二つ
の重要な教訓がある。 

 一つは、「異変を感じたときは、噴火する前に一刻も早く避難の準備をする」、つ
まり「自主的に避難する」ことの重要性を説いている。もう一つは、「被災しても
露頭に迷わないよう、日頃から倹約につとめる」ということである。火山との共
生のための心構えを見事に表現した言葉・教訓である。 

■まとめ  

 安全文化の構築に向けて 

 火山をはじめとする、自然災害に備えるには、他力本願にならず、「自分の命、地
域は自分で守る」という意識が重要である。 

 火山をパートナーと捉え、火山や自然のこと、火山のくせを良くしることが必要
である。 

■質疑  

 ハザードマップを活用し、施設の移転などを検討したというお話があったが、移

転費用などの課題も多くあったと思う。何か工夫した点などがあれば教えていた

だきたい。 

田鍋委員回答 

 噴火で被害を受けた地域や、次の噴火で、被害を受ける可能性が比較的高い地域、

可能性が低い地域などにゾーン分けを行い対応していた。比較的可能性が低い地

域では難しい部分もあった。社会教育活動を通じて、噴火に備えるという意識を

地域全体で向上させていくことが必要である。 


